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労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律 
（令和 7年 5月 14日 法律第 33号） 

労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律について 
～個人事業者等への安全衛生対策推進、メンタルヘルス対策強化、化学物質による健康障害防止等の仕組み 

整備、機械等による労働災害防止促進、高年齢労働者へ労働災害防止のための取り組み強化～ 

（令和 7年 5月 14日 基発 0514第 1号） 

 

労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律（令和７年法律第 33号。以下「改正法」。）は、3月

14日に国会へ提出され、5月 8日に可決成立し、本日公布された。 

少子高齢化が進展し、生産年齢人口の減少が見込まれる中、多様な人材が安全に、かつ、安心して働き続けら

れる職場環境を整備するため、個人事業者等に対する安全衛生対策の推進、職場のメンタルヘルス対策の強化、

化学物質による健康障害防止等の仕組みの整備、機械等による労働災害防止の促進、高年齢労働者の労働災害防

止のための取組の強化等の措置を講ずるものである。 

改正法の内容と施行期日を以下に示すので、円滑な施行に万全を期すため、所要の準備に努めてください。 

 

● 改正内容と施行期日 
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詳細は以下をご確認ください。 

・【法律】  労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律（労働安全衛生法の一部改正）第一条 労働安全衛生法（昭和四十

七年法律 

・【新旧対照条文】 労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律新旧対照条文 

・【通達】  労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律について 

------------------------------------------------------------------------------------------------- 

労働安全衛生規則第 577条の 2第 2項の規定に基づき厚生労働大臣が定める物 
及び 厚生労働大臣が定める濃度の基準の一部を改正する件（案）について 

～令和 8年 10月 1日適用 濃度基準値、78物質追加～ 

（令和 7年 4月 23日 パブリック・コメント） 

 

https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/hourei/H250514K0020.pdf
https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/hourei/H250514K0020.pdf
https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/hourei/H250514K0021.pdf
https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T250516K0010.pdf
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現在、「労働安全衛生規則第 577条の 2第 2項の規定に基づき厚生労働大臣が定める物及び厚生労働大臣が定め

る濃度の基準」（令和 5年厚生労働省告示第 177号）で 179物質について濃度基準値が定められている。 

今般、「令和 6年度化学物質管理に係る専門家検討会報告書」（令和 7年 3月 18日公表）を踏まえ、新たに 78

物質を追加し、当該物質の濃度基準値を定めるほか、酢酸－セカンダリ－ブチルを酢酸ブチルに追加する。 

また、労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令（令和 7年政令第 35号）及び労働安全衛生規則の一部を改

正する省令（令和 7年厚生労働省令第 12号）によりリスクアセスメント対象物から削除されたりん酸トリフェ

ニルについて、本告示から削除する。 

 

● 概要 

（１）別表の左欄に掲げる物の種類に応じ、同表の中欄及び右欄に掲げる値のとおり濃度基準値を定める。 

（２）酢酸－セカンダリ－ブチルを酢酸ブチルに追加する。 

（３）りん酸トリフェニル及び当該物質の濃度基準値を本告示から削除する。 

 

● 適用期日等 

  告示日 ：令和 7年 6月下旬（予定） 

  適用期日：（１）、（２）令和 8年 10月 1日 

       （３）令和 9年 4月 1日 

 

詳細は以下をご確認ください。 

・ 【パブリック・コメント】 労働安全衛生規則第五百七十七条の二第二項の規定に基づき厚生労働大臣が定める物及び厚生労働大臣が

定める濃度の基準の一部を改正する件（案）に関する御意見の募集について｜e-Govパブリック・コメント 

・ 【概要】 「令和６年度化学物質管理に係る専門家検討会」報告書（概要） 

・ 【概要別表】 概要別表   

------------------------------------------------------------------------------------------------- 

令和７年度「全国安全週間」の実施について 
（令和 7年 4月 25日 厚生労働省発表） 

 

本年も、7月 1日（火）から 7日（月）までを「全国安全週間」、6月 1日（日）から 30日（月）までを準備期

間として、全国一斉に積極的な活動が開始されます。 

令和７年度スローガン 

   「多様な仲間と 築く安全 未来の職場」 

令和 7年度全国安全週間実施要綱には、実施者が準備期間中及び全国安全週間に実施する事項や、実施者が継

続的に実施する事項がまとめられており、リスクアセスメントによる機械設備の安全化、作業方法の改善、SDS

（安全データシート）等により把握した危険有害性情報に基づく化学物質のリスクアセスメントの実施や、製造

業における労働災害防止対策として、機械の危険部分への覆いの設置等によるはさまれ・巻き込まれ等防止対策

の実施や、業種横断的な労働対策として、転倒防止対策や熱中症防止対策などが記載されています。 

この機会に、再度ご確認と労働災害防止措置の徹底をお願いします。 

 

詳細は以下をご確認ください。 

・ 令和７年度全国安全週間実施要綱 

 

https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fwww.mhlw.go.jp%2Fcontent%2F11300000%2F001252610.xlsx&wdOrigin=BROWSELINK
https://www.mhlw.go.jp/content/11305000/001452320.pdf
https://public-comment.e-gov.go.jp/pcm/detail?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495250016&Mode=0
https://public-comment.e-gov.go.jp/pcm/detail?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495250016&Mode=0
https://www.mhlw.go.jp/content/11305000/001452320.pdf
https://public-comment.e-gov.go.jp/pcm/download?seqNo=0000291921
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001481886.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001481886.pdf

